
【表紙】

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2019年５月15日

【四半期会計期間】 第26期第１四半期（自　2019年１月１日　至　2019年３月31日）

【会社名】 株式会社ＦＨＴホールディングス

（旧会社名　株式会社ジオネクスト）

【英訳名】 FHT holdings Corp.

（旧英訳名　GEONEXT Corporation）

（注）2019年３月28日開催の第25期定時株主総会の決議により、2019年４

月１日付で会社名及び英訳名を上記のとおり変更いたしました。

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　楊　暁軍

【本店の所在の場所】

東京都台東区浅草橋三丁目20番15号

（注）2019年４月１日より東京都千代田区紀尾井町４番１号から上記住所

に移転しております。

【電話番号】 03-6261-0081

【事務連絡者氏名】 取締役経営企画管理本部長　　森蔭　政幸

【最寄りの連絡場所】

東京都台東区浅草橋三丁目20番15号

（注）2019年４月１日より東京都千代田区紀尾井町４番１号から上記住所

に移転しております。

【電話番号】 03-6261-0081

【事務連絡者氏名】 取締役経営企画管理本部長　　森蔭　政幸

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

EDINET提出書類

株式会社ジオネクスト(E05510)

四半期報告書

 1/18



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第25期第１四半期

連結累計期間

第26期第１四半期

連結累計期間
第25期

会計期間
自 2018年１月１日

至 2018年３月31日

自 2019年１月１日

至 2019年３月31日

自 2018年１月１日

至 2018年12月31日

売上高 （千円） 1,023,584 80,897 1,879,044

経常利益又は経常損失（△） （千円） 46,587 △27,077 △29,260

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社

株主に帰属する四半期（当期）純損失（△）
（千円） 46,024 △27,640 △52,290

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 46,024 △24,112 △56,844

純資産額 （千円） 2,478,939 2,956,935 2,511,051

総資産額 （千円） 2,821,499 4,115,705 2,594,608

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四

半期（当期）純損失金額（△）
（円） 0.37 △0.21 △0.42

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 0.37 － －

自己資本比率 （％） 87.7 71.4 96.8

(注)1 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

2 売上高には、消費税等は含まれておりません。

3 第25期及び第26期第１四半期連結累計期間において、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期（当期）純損失金額であるため、潜

在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（株式会社ＦＨＴホールディングス）、子会社９社（うち連結

子会社８社）により構成されており、ＩＴ関連事業、環境事業、再生可能エネルギー事業、ヘルスケア事業を主要な

事業として営んでおります。

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。

　なお、日本地熱発電株式会社は、2018年６月30日をもって解散し、現在清算手続き中であります。

 

　2019年３月31日現在の事業系統図は以下のとおりであります。

注1　非連結子会社であるエイ・エス・ジェイ有限責任事業組合は、現在休眠中のため、上記系統図から除外しております。

注2　株式会社ジオネクストは、2019年４月１日付で株式会社ＦＨＴホールディングスに社名変更しています。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第1四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等リスク」から重要な変更があっ

た事項は以下のとおりであります。なお、文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グ

ループが判断したものであります。

・中国での事業展開に係わるリスク

　当社グループは、中国でのヘルスケア事業を拡大していく方針でありますが、事業が計画通り進捗しない場合や、現地

での予期せぬ法律又は規制の変更、為替レートの変動、政治又は経済情勢、税制の変更、テロ等による社会的混乱等が発

生した場合、当社グループ業績及び財政状況に影響を及ぼす可能性があります。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日（2019年５月15日）現在において判断したものであります。

 

（１）経営成績の状況

　当第１四半期連結累計期間（2019年１月１日～2019年３月31日）におけるわが国の経済は、企業収益や雇用・所得

環境の改善を背景に、緩やかな回復基調で推移いたしました。一方で世界経済についても緩やかに回復しているもの

の、海外の政治・経済政策の動向や地政学的リスクの高まりによる影響が懸念されるなど、世界情勢の先行きは不透

明な状況が続いております。

　当社グループが属する情報サービス産業においては、日銀短観（2019年３月調査）における2019年度ソフトウェア

投資計画（全規模・全産業合計）が、前年度比5.8％増となる等、企業におけるＩＴ投資の増額により市場規模の穏や

かな拡大が期待されております。

　このような経済状況のなかで、当社グループは、安定した収益基盤の構築と持続的な事業の拡大を目指し、ＩＴ関

連事業、環境事業、再生可能エネルギー事業、ヘルスケア事業の効率化を図り収益力の改善・強化に取り組んでまい

りました。

　この結果、当第１四半期連結累計期間の経営成績は、売上高80,897千円（前年同四半期比92.1％減）、営業損失

20,583千円（前年同四半期は営業利益82,570千円）、経常損失27,077千円（前年同四半期は経常利益46,587千円）、

親会社株主に帰属する四半期純損失27,640千円（前年同四半期は親会社株主に帰属する四半期純利益46,024千円）と

なりました。
 
セグメント別の経営成績は、以下のとおりであります。

（ＩＴ関連事業）

　ＩＴ関連事業では、Webアプリケーションの開発及び安定運用を実現するためのソフトウェアであるZend製品やWeb

システムに欠かすことのできないデータベース製品、サーバー管理用ソフトウェア製品を中心に、ソリューション及

びサポートを提供しております。当第１四半期連結累計期間におきましても引き続き既存製品の機能強化や協業企業

との連携による付加価値向上に取り組んだ結果、売上高24,734千円（前年同四半期比8.4％増）、営業利益7,900千円

（前年同四半期比51.1％増）と前年同期を上回る結果となりました。

（環境事業）

　環境事業では、マンション管理やオフィスビル等のメンテナンスサービスを中心に事業を行っております。当第１

四半期連結累計期間におきましては、既存顧客への高品質なサービスの提供や積極的な営業活動によりマンション管

理委託物件が増加し、売上高20,545千円（前年同四半期比21.2％増）、営業利益73千円（前年同四半期は営業損失264

千円）と、前年同期を上回る結果となりました。

（再生可能エネルギー事業）

　再生可能エネルギー事業では、発電所の開発及びその代行、第三者への売却並びに売電事業等を行っております。

当第１四半期連結累計期間におきましては太陽光発電所の売電収入があったものの、発電所譲渡の際に必要となる関

係各所の手続きに時間を要したこともあり、売上を見込んでいた案件が第２四半期以降に期ずれしたこと等から、売

上高35,617千円（前年同四半期比96.4％減）、営業利益29,112千円（前年同四半期比75.9％減）と、前年同期を大幅

に下回る結果となりました。

（ヘルスケア事業）

　ヘルスケア事業では、日本においてヘルスケア事業を展開し、中国市場をターゲットに検討されている企業を対象

に、中国におけるヘルスケア事業に係る協業、及びビジネス支援を提供することを目的に、2018年10月25日付で吉奥

莱科特医疗健康科技（上海）有限公司を設立いたしました。今後のヘルスケア事業及びビジネス基盤として必要とな

るＩＴ関連事業の推進に取り組み、当社事業の成長を目指してまいります。

　当第１四半期連結累計期間のヘルスケア事業においては、売上計上には至りませんでした。

　なお、同事業の売上高及びセグメント利益は当第１四半期連結累計期間の期首より当社グループの業績としている

ため、前年同期との比較は行っておりません。
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（２）財政状態の分析

（資産・負債及び純資産の状況）

　当第１四半期連結会計期間末の総資産は前連結会計年度末に比べ1,521,096千円増加し、4,115,705千円となりまし

た。主な要因は、出資金が1,089,734千円、現金及び預金が458,121千円、受取手形及び売掛金が4,372千円、前渡金が

1,081千円増加したこと等によるものであります。

　総負債は、前連結会計年度末に比べ1,075,212千円増加し、1,158,769千円となりました。主な要因は、預り金が

7,770千円、未払法人税等が6,111千円、前受金が1,267千円減少したものの、未払金が1,097,113千円、買掛金が3,733

千円増加したこと等によるものであります。

　純資産は、前連結会計年度末に比べ445,883千円増加し、2,956,935千円となりました。主な要因は、第三者割当増

資により、資本金が230,000千円、資本剰余金が220,000千円増加したこと等によるものであります。

 

（３）継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況を解消するための対応策

該当事項はありません。

 

（４）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間において特記すべき事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

・連結子会社による出資金の取得

　当社は、中国において今後予想される高齢化社会に対して、高齢者向けに特化したヘルスケア事業を推進しており、今

後のヘルスケア事業の推進・拡大を図るため、2019年３月27日開催の取締役会において、当社の連結子会社である吉奥莱

科特医疗健康科技（上海）有限公司が、上海蓉勤健康管理有限公司の出資持分の19.9％を65,964,569元（約10億５千万

円）で取得することを決議し、譲渡契約を締結しております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数

普通株式 385,000,000株

計 385,000,000株
 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数

（2019年３月31日）

提出日現在発行数
（2019年５月15日）

上場金融商品取引所名
又は

登録認可金融商品取引業協会名
内容

普通株式 138,390,380株 138,390,380株
東京証券取引所
JASDAQ

（グロース）
単元株式数　100株

計 138,390,380株 138,390,380株 － －

(注) 提出日現在発行数には2019年５月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株式数は、含まれておりま

せん。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

当第１四半期会計期間において会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

決議年月日 2019年２月26日

新株予約権の数（個）※ 200,000個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）※
普通株式 20,000,000株　(注)1

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ (注)2、3

新株予約権の行使期間 ※ 自 2019年３月15日 至 2021年３月14日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）※
(注)4

新株予約権の行使の条件※ (注)5

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
　本新株予約券の譲渡については、当社取締役会の承

認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

※
(注)6

※ 新株予約権の発行時（2019年３月14日）における内容を記載しております。

(注)1 本新株予約権の目的である株式の種類及び数またはその数の算定方法

（１）本新株予約権の目的である株式の種類及び総数は、当社普通株式 20,000,000 株とする。（本新株予約権１個当たりの目的である

株式の数（以下「割当株式数」という。）は 100 株とする。）。ただし、本項第（２）号及び第（３）号により割当株式数が調整

される場合には、本新株予約権の目的である株式の総数は、調整後割当株式数に応じて調整されるものとする。

（２）当社が第 10 項の規定に従って行使価額（第 9 項第（２）号に定義する。）の調整を行う場合には、割当株式数は次の算式により

調整される。ただし、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。なお、かかる算式における調整前行使価額及び調整後行使

価額は、第 10 項に定める調整前行使価額及び調整後行使価額とする。

調整後割当株式数 ＝

調整前割当株式数 × 調整前行使価額

調整後行使価額

（３）調整後割当株式数の適用日は、当該調整事由にかかる第 10 項第（２）号及び第（５）号による行使価額の調整に関し、各号に定

める調整後行使価額を適用する日と同日とする。

（４）割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後割当株式数の適用開始日の前日までに、本新株予約権者に対し、かかる調整を行

う旨並びにその事由、調整前割当株式数、調整後割当株式数及びその適用開始日その他必要な事項を書面で通知する。ただし、第

10 項第（２）号⑤に定める場合その他適用開始日の前日までに上記通知を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかに

これを行う。
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(注)2 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額またはその算定方法

（１）本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その財産の本新株予約権 1 個当たりの価額は、本新株予約権の行使に際

して出資される当社普通株式 1 株当たりの財産の価額（以下「行使価額」という。）に割当株式数を乗じた額とする。ただし、計

算の結果 1 円未満の端数を生じる場合は、その端数を四捨五入するものとする。

（２）行使価額は 45 円とする。ただし、第 10 項に定めるところに従い調整されるものとする。

(注)3 行使価額の調整

（１）当社は、本新株予約権の割当日後、本項第（２）号に掲げる各事由により当社普通株式が交付され、発行済普通株式数に変更を生

じる場合または変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式（以下「行使価額調整式」という。）をもって行使価額を調整

する。

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

既発行普通株式 ＋

交付

普通株式数
×

1株当たりの

払込金額

時価

既発行普通株式数＋交付普通株式数

（２）行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後の行使価額の適用時期については、次に定めるところによる。

①本項第（４）号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行し、または当社の保有する当社普通株式を

処分する場合（ただし、新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の行使、取得請求権付株式または取得条項付

株式の取得、その他当社普通株式の交付を請求できる権利の行使によって当社普通株式を交付する場合、及び会社分割、株式交

換または合併により当社普通株式を交付する場合を除く。） 調整後の行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間が設けられ

ているときは、当該払込期間の最終日とする。）以降、またはかかる交付につき株主に割当てを受ける権利を与えるための基準

日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。

②株式分割または株式無償割当により当社普通株式を発行する場合 調整後の行使価額は、株式分割のための基準日の翌日以降、当

社普通株式の無償割当について普通株主に割当を受ける権利を与えるための基準日があるときはその翌日以降、当社普通株式の

無償割当について普通株主に割当を受ける権利を与えるための基準日がないとき及び株主（普通株主を除く。）に当社普通株式

の無償割当をするときは当該割当の効力発生日以降、それぞれこれを適用する。

③取得請求権付株式であって、その取得と引換えに本項第（４）号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する

旨の定めがあるものを発行する場合（無償割当の場合を含む。）または本項第（４）号②に定める時価を下回る価額をもって当

社普通株式の交付を請求できる新株予約権もしくは新株予約権付社債その他の証券もしくは権利を発行する場合（無償割当の場

合を含む。）

　調整後の行使価額は、発行される取得請求権付株式、新株予約権もしくは新株予約権付社債その他の証券または権利の全てが当

初の条件で請求または行使されて当社普通株式が交付されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出するものとし、払込

期日（新株予約権または新株予約権付社債の場合は割当日とし、無償割当の場合はその効力発生日とする。）以降これを適用す

る。ただし、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合は、その日の翌日以降これを適用する。

　上記にかかわらず、請求または行使に際して交付される当社普通株式の対価が取得請求権付株式、新株予約権もしくは新株予約

権付社債その他の証券または権利が発行された時点で確定していない場合、調整後の行使価額は、当該対価の確定時点で発行さ

れている取得請求権付株式、新株予約権もしくは新株予約権付社債その他の証券または権利の全てが当該対価の確定時点の条件

で請求または行使されて当社普通株式が交付されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出するものとし、当該対価が確

定した日の翌日以降、これを適用する。

④取得条項付株式または取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の取得と引換えに下記第（４）②に

定める時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する場合

　調整後の行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。

⑤本号①ないし③の場合において、その権利の割当てのための基準日が設定され、かつ、効力の発生が当該基準日以降の株主総会

または取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときは、本号①ないし③の定めにかかわらず、調整後の行使価額は、

当該承認があった日の翌日以降、これを適用する。この場合において、当該基準日の翌日から当該取引の承認があった日までに

本新株予約権を行使した新株予約権者に対しては、次の算式により算出した数の当社普通株式を交付する。

株式数 ＝

（調整前行使価額 － 調整後行使価額） ×
調整前行使価額により当該

期間内に交付された株式数

調整後行使価額

　この場合に 1 株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。

（３）行使価額調整式により算出された調整後の行使価額と調整前の行使価額との差額が 1 円未満にとどまる限りは、行使価額の調整は

行わない。ただし、その後行使価額の調整を必要とする事由が発生し、行使価額を調整する場合は、行使価額調整式中の調整前行

使価額に代えて、調整前行使価額からこの差額を差引いた額を使用する。

（４）その他

①行使価額調整式の計算については、1 円未満の端数を四捨五入する。
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②行使価額調整式で使用する時価は、調整後の行使価額を適用する日（ただし、本項第（２）号⑤の場合は基準日）に先立つ 45

取引日目に始まる 30 取引日の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値（当日付けで終値のな

い日数を除く。）とする。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第 2 位まで算出し、小数第 2 位を四捨五入する。

③行使価額調整式で使用する既発行普通株式数は、基準日がある場合はその日、また、基準日がない場合は、調整後の行使価額を

適用する日の 1 ヶ月前の日における当社の発行済普通株式数から、当該日における当社の有する当社普通株式の数を控除した数

とする。また、本項第（２）号②の場合には、行使価額調整式で使用する交付普通株式数は、基準日における当社の有する当社

普通株式に割当てられる当社普通株式数を含まないものとする。

（５）本項第（２）号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、必要な行使価額の調整を行う。

①株式の併合、当社を存続会社とする合併、当社を承継会社とする吸収分割、当社を完全親会社とする株式交換のために行使価額

の調整を必要とするとき。

②その他当社の発行済普通株式数の変更または変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整を必要とするとき。

③行使価額を調整すべき事由が 2 つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の行使価額の算出に当たり使用すべき時価に

つき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

（６）本項に定めるところにより行使価額の調整を行うときは、当社は、あらかじめ書面によりその旨並びにその事由、調整前の行使価

額、調整後の行使価額及びその適用の日その他必要な事項を、適用の日の前日までに本新株予約権者に通知する。ただし、本項第

（２）号⑤に定める場合その他適用の日の前日までに前記の通知を行うことができない場合には、適用の日以降速やかにこれを行

う。

(注)4 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金

本新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第 17 条第 1 項の規定に従い算出

される資本金等増加限度額の 2 分の 1 の金額とし（計算の結果 1 円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。）、当

該資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じた額を増加する資本準備金の額とする。

(注)5 その他の本新株予約権の行使の条件

本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過することとなるときは、当該本新株予約権の

行使を行うことはできない。また、本新株予約権の一部行使はできない。

(注)6 組織再編行為を行う際の本新株予約権の取扱い

当社が、合併（合併により当社が消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転（以下、総称して「組織再編

行為」という。）をする場合、当該組織再編行為の効力発生日の時点において残存する本新株予約権（以下「残存新株予約権」とい

う。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236 条第1 項第8 号イないしホに掲げる株式会社（以下、総称して「再

編対象会社」という。）の新株予約権を、次の条件に基づき交付するものとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅するもの

とする。ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分

割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めることを条件とする。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する残存新株予約権の数を基準に、組織再編行為の条件等を勘案して合理的に決定される数

とする。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案して合理的に決定される数とする。

④ 新株予約権を行使することのできる期間

第11 項に定める本新株予約権の行使期間の開始日と組織再編行為の効力が生ずる日のいず

れか遅い日から、第11 項に定める本新株予約権の行使期間の満了日までとする。

⑤ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金

第16 項に準じて決定する。

⑥ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

第9 項に定める行使価額を基準に組織再編行為の条件等を勘案して合理的に決定される行

使価額に、上記③により決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる額とする。

⑦ その他の新株予約権の行使条件、新株予約権の取得事由

第12 項及び第13 項に準じて決定する。

⑧ 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。

⑨ 新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に1 株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てるものとする。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

発行済株式
総数残高

資本金増減額 資本金残高
資本準備金
増減額

資本準備金
残高

2019年３月14日(注) 10,000,000株 138,390,380株 230,000千円 1,348,295千円 220,000千円 838,295千円

（注）　有償第三者割当　　　発行価格　　　45円

　　　　　　　　　　　　　　資本組入額　　23円

　　　　　　　　　　　　　　割当先　復華ジャパン株式会社

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

2019年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式　　　　5,300 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　138,273,100 1,382,731 －

単元未満株式 普通株式　　　111,980 － 1単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 　　　　　138,390,380 － －

総株主の議決権 － 1,382,731 －

 

②【自己株式等】

2019年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割（％）

株式会社ＦＨＴホー
ルディングス

東京都台東区浅草橋
三丁目20番15号

5,300 － 5,300 0.00

計 － 5,300 － 5,300 0.00

 
 

２【役員の状況】

　　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】
１　四半期連結財務諸表の作成方法について

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2019年１月１日から2019

年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2019年１月１日から2019年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、監査法人アリアによる四半期レビューを受けております。

　なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

　第25期連結会計年度　　　監査法人元和

　第26期第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結累計期間　　　監査法人アリア
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2018年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2019年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 83,785 541,906

受取手形及び売掛金 33,279 37,652

商品 2,191,142 2,191,831

前渡金 112,982 114,064

未収入金 8,514 8,508

その他 73,941 42,236

貸倒引当金 △73 △43

流動資産合計 2,503,572 2,936,156

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 3,506 3,357

工具、器具及び備品（純額） 5,883 5,705

建設仮勘定 － 157

土地 59,865 59,865

有形固定資産合計 69,256 69,086

無形固定資産 490 445

投資その他の資産   

出資金 － 1,089,734

その他 17,679 17,567

投資その他の資産合計 17,679 1,107,302

固定資産合計 87,426 1,176,834

繰延資産 3,609 2,713

資産合計 2,594,608 4,115,705

負債の部   

流動負債   

買掛金 9,838 13,571

未払金 9,128 1,097,113

未払法人税等 11,665 5,554

前受金 17,530 16,262

預り金 31,415 23,644

その他 3,978 2,623

流動負債合計 83,557 1,158,769

負債合計 83,557 1,158,769

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,118,295 1,348,295

資本剰余金 1,432,074 1,652,074

利益剰余金 △34,151 △61,792

自己株式 △612 △616

株主資本合計 2,515,605 2,937,960

その他の包括利益累計額   

為替換算調整勘定 △4,553 △1,025

その他の包括利益累計額合計 △4,553 △1,025

新株予約権 － 20,000

純資産合計 2,511,051 2,956,935

負債純資産合計 2,594,608 4,115,705
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　2018年１月１日
　至　2018年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2019年１月１日
　至　2019年３月31日)

売上高 1,023,584 80,897

売上原価 845,522 36,111

売上総利益 178,062 44,785

販売費及び一般管理費 95,492 65,369

営業利益又は営業損失（△） 82,570 △20,583

営業外収益   

受取利息 2 0

その他 60 841

営業外収益合計 63 841

営業外費用   

支払利息 689 －

開業費償却 895 895

為替差損 0 －

支払手数料 3,298 6,422

和解金 29,081 －

その他 2,080 17

営業外費用合計 36,046 7,336

経常利益又は経常損失（△） 46,587 △27,077

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
46,587 △27,077

法人税、住民税及び事業税 562 562

法人税等合計 562 562

四半期純利益又は四半期純損失（△） 46,024 △27,640

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
46,024 △27,640
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　2018年１月１日
　至　2018年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2019年１月１日
　至　2019年３月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 46,024 △27,640

その他の包括利益   

為替換算調整勘定 － 3,527

その他の包括利益合計 － 3,527

四半期包括利益 46,024 △24,112

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 46,024 △24,112

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2018年１月１日
 至　2018年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2019年１月１日
 至　2019年３月31日）

減価償却費 77千円 314千円

 

（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間（自　2018年１月１日　至　2018年３月31日）

１．配当に関する事項

　　該当事項はありません。

２．株主資本の著しい変更

　　該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間（自　2019年１月１日　至　2019年３月31日）

１．配当に関する事項

　　該当事項はありません。

２．株主資本の著しい変更

　　当社は、当第１四半期連結累計期間において、第三者割当増資の実施により資本金が230,000千円、資本剰余

金が220,000千円増加しました。

　　その結果、当第１四半期連結会計期間末において資本金が1,348,295千円、資本剰余金が1,652,074千円となっ

ております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2018年１月１日　至　2018年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

調整額

（注1）

四半期連結

損益計算書

計上額

（注2）

 ＩＴ関連事業 環境事業

再生可能

エネルギー

事業

ヘルスケア

事業
計

売上高        

外部顧客への

売上高
22,814 16,955 983,813 － 1,023,584 － 1,023,584

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

－ － － － － － －

計 22,814 16,955 983,813 － 1,023,584 － 1,023,584

セグメント利益

又は損失（△）
5,230 △264 120,935 － 125,901 △43,331 82,570

（注）1 セグメント利益又は損失（△）の調整額には、各報告セグメントに帰属しない全社費用が含まれております。

2 セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2019年１月１日　至　2019年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

調整額

（注1）

四半期連結

損益計算書

計上額

（注2）

 ＩＴ関連事業 環境事業

再生可能

エネルギー

事業

ヘルスケア

事業
計

売上高        

外部顧客への

売上高
24,734 20,545 35,617 － 80,897 － 80,897

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

－ － － － － － －

計 24,734 20,545 35,617 － 80,897 － 80,897

セグメント利益

又は損失（△）
7,900 73 29,112 － 37,087 △57,671 △20,583

（注）1 セグメント利益又は損失（△）の調整額には、各報告セグメントに帰属しない全社費用が含まれております。

2 セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

　前連結会計年度から、報告セグメントを従来の「ＩＴ関連事業」「環境事業」「再生可能エネルギー事業」の３区分か

ら、「ＩＴ関連事業」「環境事業」「再生可能エネルギー事業」及び「ヘルスケア事業」の４区分に変更しております。

なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報は、当第１四半期連結累計期間の報告セグメントの区分に基づき作成

したものを開示しております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

前第１四半期連結累計期間

（自　2018年１月１日

　至　2018年３月31日）

当第１四半期連結累計期間

（自　2019年１月１日

　至　2019年３月31日）

(1) １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり

四半期純損失金額（△）
0円37銭 △0円21銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は

親会社株主に帰属する四半期純損失金額

（△）（千円）

46,024 △27,640

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額又は親会社株主に帰属する四半期

純損失金額（△）（千円）

46,024 △27,640

普通株式の期中平均株式数（株） 123,885,592 130,385,113

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 0円37銭 －

（算定上の基礎）   

普通株式増加数（株） 1,858,121 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要
－ －

（注）当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失金額であるため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

（重要な資産の譲渡）

　当社の連結子会社であるエリアエナジー株式会社は、2019年４月９日開催の取締役会において、株式会社コマ

ネチへ太陽光発電所の譲渡に関する契約を締結することを決議し、2019年４月25日に契約締結いたしました。そ

の概要は、以下のとおりです。

(1) 譲渡の経緯

　再生可能エネルギー特別措置法による固定価格買取制度に基づき経済産業省の太陽光発電の設備認定を取得

し、発電所の開発及びその代行、第三者への売却、売電事業等を行っております。このような状況の中、現在保

有している①三笠市弥生町太陽光発電所、②IPP郡山市田村町太陽光発電所、③香取低圧15区画太陽光発電所、

④広野発電所、⑤児湯発電所の合計５箇所の太陽光発電所を譲渡することを決定いたしました。

(2) 譲渡先

　株式会社コマネチ

(3) 譲渡予定日

　2019年６月28日　　代金決済・権利等引渡

(4) 契約の内容

　本発電所の所有権、土地の地上権及び本発電所の権利（経済産業省設備認定ＩＤと電力会社との受給契約に関

する権利義務を含む発電施設）、土地の権利等を譲渡する契約であり、譲渡価格は26億円(税込)であります。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2019年５月15日

株式会社ＦＨＴホールディングス

取締役会　御中

 

監査法人アリア

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 茂木　秀俊　　印

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 山中　康之　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＦＨＴ

ホールディングス（旧会社名　株式会社ジオネクスト）の2019年１月１日から2019年12月31日までの連結会計年度の第１

四半期連結会計期間（2019年１月１日から2019年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2019年１月１日から2019

年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包

括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＦＨＴホールディングス（旧会社名　株式会社ジオネクス

ト）及び連結子会社の2019年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適

正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
 
強調事項

　（重要な後発事象）に関する注記（重要な資産の譲渡）に記載されているとおり、会社の連結子会社エリアエナジー株

式会社は、2019年４月９日開催の取締役会において、株式会社コマネチへ太陽光発電所５箇所を26億円（税込）で譲渡す

ることを決議し、2019年４月25日に契約締結した。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
 
その他の事項

　会社の2018年12月31日をもって終了した前連結会計年度の第1四半期連結会計期間及び第1四半期連結累計期間に係る四

半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び監査が実

施されている。前任監査人は、当該四半期連結財務諸表に対して2018年５月14日付けで無限定の結論を表明しており、ま

た、当該連結財務諸表に対して2019年３月28日付けで無限定適正意見を表明している。
 
利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
(注)1 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管し

ております。
2 XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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